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１．はじめに 

 PC 道路橋の健全性を評価する上でプレストレスの状態が適正であるかどうかの情報は極めて重要である．

しかし，現在のところ構造物完成後のプレストレス状態の確認は技術的に困難とされ，主に施工品質管理に

依存して健全性を保証しているのが実状である．また，高齢化構造物の増加や将来の不測の損傷に対しても

事後にプレストレス状態を評価できる技術の確立は急務であり，ここでは，非破壊検査技術（弾性波法）を

用いて実大 PC 道路橋への適用性および模型供試体実験について報告する．

２．実験概要 

２．１ 実大桁実験 

(1)対象PC桁： 実験には，ポストテンシ

ョン方式T桁橋［桁長45m，支間長43.8m，

桁高 2.5m，設計基準強度 40N/mm2，材齢約

１年（図-2）］を用いた．

(2) 非破壊検査技術の検討 

部材表面に近い領域の衝撃弾性波,超音

波の伝搬速度に着目し検討を行った．

① 衝撃弾性波  

鋼球打撃(φ9.6mm)入力波を一定間隔

(300mm)の 2箇所で受信し，到達時間差から

伝搬速度を計測(図-1，写真-1)した.計測は

応力状態の差を評価するため水平方向の伝

搬速度とし，ウエブ高さ方向に測線を変え

て行いそれらの比較を行った．

② 超音波  

超音波探子（印加電圧400V，共振周波数

40kHz）からの入力波をそれを取り巻くよう

な位置関係で受信子(AE センサ，共振周波

数 140kHz)を配置し，表面伝搬速度を計測

した．図-2に各計測位置および超音波表面

伝搬計測の概要図を示す．

２．２ プレストレス量の減少が変状に与える影響評価 

検知すべきプレストレスレベルを設定するため，採用実績の多い構造形式の各数ケース［ポストテンショ

ン方式T桁橋L(支間長):20～45ｍ/場所打床版L：20，30ｍ/箱桁橋L:40ｍ］の残存プレストレス量に着目し

た試算を実施し，活荷重時，死荷重時のコンクリート応力およびひび割れの程度の関係について検討 1)した． 

図-2 超音波表面伝搬計測概要図 
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２．３ 供試体実験 

(1) 要素実験（角柱供試体） 

 要素実験(図-3)として，150×150×530mm の角柱供試体［配合条件 50-12-20H(早強コンクリート)，試験

時圧縮強度62.1 N/mm2］を用いて，長辺方向へ載荷状態（圧縮

応力下）で超音波（印加電圧400V，共振周波数40kHz，探子間

距離200mm，400㎜)を伝搬させた．コンクリート応力0～15N/mm2

の載荷-除荷を1サイクルとし3回計測を行った．1サイクルの

計測は，超音波探子をコンクリート表面に固定して行い，接触

状態および計測位置のズレによる結果への影響を排除した．ま

た，供試体の弾性変形量をひずみゲージにより計測し，伝搬速

度を算出する際に探子間距離の補正を行った． 

(2) 梁供試体模型実験 

 ポストテンション方式 T 桁橋のウエブ部材を模擬した梁供試体(図-4)［配合条件 40-12-20H，試験時コン

クリート：圧縮強度 48.4N/mm2，弾性係数 30.1N/mm2，引張強度 4.0N/mm2］の PC 鋼材の緊張・解放を繰返す

ことにより表-1に示す段階毎にプレストレス導入レベルを調整した．前述の要素試験同様に発信子（印加電

圧 400V，共振周波数 40kHz），受信子(AEセンサ：共振周波数140kHz)は固定した状態で計測を実施し，探子

間距離は水平方向に250mmおよび450mmとした． 

 

 

 

 

 

 

 

３．結果および考察 

３．１ 実大桁実験 

① 衝撃弾性波  

高さ位置の応力状態と水平方向伝搬速度の計測結果の関係を

図-5 に示す.桁高さ方向に伝搬速度に異なる傾向がみられ内部

応力と弾性波の伝搬特性が相関する可能性があると考えられる．

超音波伝搬速度は，施工方法，コンクリート強度などに起因し

て上下方向に変化している可能性があるため，コア供試体（φ

80mm，桁下縁から500mm，1700㎜の高さ位置）の物性試験（表

-2）を実施したが，本実験において大きな差はなかった.  

② 超音波  

入力点と各受信間の伝搬速度を図-6に示す．既往の研

究では，弾性波の表面伝搬速度を計測すると波動減衰の

影響により，算出される見かけの伝搬速度が小さくなる

こと 2)が報告されており，本実験においても伝搬距離に
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表-1 梁供試体実験検討ケース 

コンクリート   

ひずみ実測値(μ)※1 

換算     

応力度(Ｎ/㎜ 2)※2 
ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ  

ﾚﾍﾞﾙ 

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ

導入量  

(kＮ) 上縁 下縁 上縁 下縁 

0% 0 0 0 -1.20 1.21 

50% 583 5 -157 -1.05 -3.53 

70% 816 6 -205 -1.01 -4.98 

100% 1165 8 -301 -0.97 -7.85 

※1:コンクリート表面に貼付したひずみゲージの実測値 

※2:ひずみゲージの実測値より算出したコンクリート応力度 

図-3 角柱供試体概要図 
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表-2 採取コア試験結果 

桁下縁からの高さ(mm) 比率 採取コア 
（2箇所採取平均） ①(1700) ②(500) ①/②

圧縮強度(N/mm2) 54.0 62.2 0.87 

弾性係数(N/mm2) 27200 25700 1.06 

コア超音波伝搬速度(m/s) 4265 4285 0.995

図-5 衝撃弾性波 表面伝搬速度 

図-4 供試体断面概要図 
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応じて速度が小さく算

出される傾向が見られる．

一方，部材の応力状態の

相違に対応する桁高さ毎

に整理した伝搬速度(図

-7)では，同距離の伝搬に

もかかわらず応力状態の

異なる桁上方向領域と下

方向領域での伝搬に速度

差がある傾向が伺える．この特性により, コンクリートの内部応力状態を表面伝搬速度との関係から評価で

きる可能性があると考えられる． 

３．２ プレストレスの影響評価 

プレストレス導入量と PC 橋の変状の目安を示した

結果を図-8に示す．PC 橋の構造形式が異なってもプ

レストレス低下率の傾向として変状を検知すべきレベ

ルに大きな差違がなく、例えば、ポストテンション T

桁橋で 35％程度プレストレスが低下すると、自動車荷

重により有害なひび割れが発生し、長期的な耐力の低

下につながる危険性が高くなることが解る．維持管理

の実務においては、①監視の継続，②詳細調査の実施，

③補修の実施など対応の選択肢を考えると、所定のプ

レストレス導入量の 30％程度(±10%)の変化だけが判

別できればよいことがいえる． 

３．３ 供試体実験結果 

（1）要素実験（角柱供試体） 

 要素実験で採取される受信波形（図-9）の到達時間に着

目して各応力段階の波形を比較した結果を図-10に示す. 

 圧縮応力が増加するに伴い，波の到達までの時間が短く

なり，荷重除荷に伴い波形が概ね初期の形状に復元するこ

とが解る.コンクリートの弾性変形に伴うセンサ間距離が

小さくなる影響が含まれているため，ひずみ量から探子間

距離を補正し，補正距離と伝搬時間によって伝搬速度を算 

 

 

0

300

600

900

1200

1500

P
C

鋼
材

ﾌ
ﾟﾚ

ｽ
ﾄ
ﾚ
ｽ

導
入

量
 σ

pi
(N

/
m

㎡
)

健全

設計荷重時：有害なひび割れ

死荷重時：ひび割れ発生

L= 20m・・・40m　　　　20m　　　30m　　　40m

T桁橋　　　　　　 場所打床版　　 箱桁橋

検討ケース

図-8 プレストレス導入量とPC桁の変状 

4250

4500

4750

5000

150 300 450 600 750 900 1050

入力点からの距離 (mm)

伝
搬
速
度
 
(
m
/
s
) 平均値

0

250

500

750

1000

4000 4250 4500 4750 5000

伝播速度（m/s）

入
力

点
か

ら
の

距
離

（
m
m
）

△鉛直上方 □45度上方 ●水平方向 

▲鉛直下方 ■45度下方 

図-6 入力点と各受信間の伝搬速度 図-7 桁高さ方向毎の伝搬速度

図-9 受信波形（センサ間200，400㎜）
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図-13緊張時の受信波形変化 
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出した(図-11).その結果，圧縮応力の増加につれて伝搬速度が速くなる傾向が確認できた．  

(2) 梁供試体の実験結果 

 図-12にPC鋼材緊張に

よるコンクリートの応力

変化を示している．図-13

に受信波形（到達点拡大）

を示し，超音波伝搬速度

とコンクリート応力の関

係を図-14 に示す．探子

間 250 ㎜の結果では,計

測位置(①,②,③)の相違

によって伝搬速度の領域が異なるが,伝搬速度と部材応力と 

相関関係にあることが解る．計測位置毎の伝搬速度領域の相 

違は,コンクリートの性状に起因すると考えられるため,応力

状態が0N/mm2の速度を基点とし重ね合わせることで，計測点

間の影響を排除し(図-14 上グラフ )評価した．このことか

ら,一定の計測方法で表面伝搬速度を採取することで，コンク

リート部材の内部応力を評価することができる可能性がある

と考えられる． 

４．まとめ 

コンクリートを伝搬した弾性波の伝搬特性が，プレストレ

スによる内部応力状態と相関することが確認できた．本研究

は、(社)プレストレスト建設業協会との共同研究の一環で実

施しており，今後は，詳細な分析を行い品質管理手法，維持

管理段階での健全度評価手法としての活用を図るべく研究し

ていく． 

[参考文献] 1) コンクリート標準示方書［構造性能照査編］，

pp100～102，2002 

2) 鬼塚，應，浅野ら：コンクリート部材における衝撃により

入力された弾性波の伝搬速度計測に及ぼす影響因子の検討 

土木学会第58回年次学術講演会講演概要集 pp.789-790 
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図-12 緊張によるコンクリート応力変化
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